
１. 背景と目的

　現在、人口減少時代に向けて、集約型コンパクトシティ

のあり方やその方法が模索されている。集約を行う際に

は、効率的な都市構造に向けて住民が移転する必要があ

るため、行政効率やエネルギー効率などの効率化を目的

とするだけでなく、生活利便性の向上や住宅性能の向上

など住民視点の計画が必要である。しかし、具体的な事

業計画手法や、市街地集約に向けた計画の検討方法は、

未だ明らかになっていない。

　本論では、行政効率と住環境の向上を目的として公営

住宅集約化事業を行っている夕張市真谷地地区を対象と

し、行政及び住民の視点から、公営住宅集約化事業の評

価を行うとともに、地区集約に向けた計画検討を行うこ

とで、市街地集約化の方法論を明らかにする。

２. 研究の方法

　本研究の方法として、①住民と計画者により決定した

事業内容から財政的評価を行い、事業効果を明らかにす

る。次に、②住環境の担保の視点から、地区集約に向け

て計画検討する際の指標を明らかにし、経過年ごとに算

出する。③①及び②より、地区集約に向けた計画検討を

行い、市街地集約化に向けた計画検討の方法論を明らか

にする。

３. 財政収支改善の観点からみた事業評価

【方法】各項目について、事業を実施した年度及び 20 年

目の財政収支を、項目別に算出した。( 図 1) そのうえ

で、経過年別に①収支累計額②単年度における収支額を

算出し、現状維持の場合と比較した。( 図 2.[A]) なお、

算出する際、居住者の平均余命注 1) を込みした。

【結果】（1)1 年目及び 2 年目に行う集約事業に係る初期

投資費用が、4 年で回収される。

(2) 事業を実施した場合、23 年目に収支累計額が現状維

持の場合の収支累計額を上回る。

(3) 現状維持の場合、20 年目に支出が収入を上回る。

(4)27 年目に、支出が収入を上回る。

４. 住環境状況の評価

【方法】地区住民の住環境状況を示す項目を抽出し、定

量化した。集約計画時に生活意向に関する住民アンケー

ト注 2) を行い、その内容から、事業実施時に満足度が満

たされるものの、今後時間の経過により低下する項目を

抽出した。項目として、①暖房効果②除雪負担軽減③室

内設備性能が挙げられた。①及び②について、地区内人

口及び住棟あたりの居住密度と相関関係があるとし、算

出する。また、③については、公営住宅等長寿命化計画

策定指針注 3) に基づき、修繕周期を可視化した。

【結果】（1）地区内人口について、事業実施後約 10 年目

まではほぼ人口変動がない。しかし、その後 10 年目以

降 25 年目までの間に急激に減少する。

（2）居住密度について、13 年目に階段室あたり 1 世帯

入居の住棟が現れ始める。23 年目には、事業実施前の

居住密度と同程度となる。

（3）計画修繕について、屋根及び壁は、すでに修繕時期

は過ぎている。給水管は、本事業にて取替えを行ったた

め、20 年目に修繕時期となる。

５. 地区集約に向けた計画検討 ( 図２)

　４. より、経過年ごとに地区の状況を把握し、地区集

約に向けた方針を示す。

６. 最後に

　地区集約に向けた計画検討では、財政状況と住環境の

状況の双方について経年的に評価することが重要である
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図 1. 財政的評価項目と事業の効果
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ことが明らかになった。今後は、暖房負荷や除雪負担な

ど、住環境の状況を示すために設定する指標の内容や算

出方法について精査していく必要がある。
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状況：初期投資費用を回収できる。
この時、人口はほぼ変化していない
ため、居住密度を保つことができて
いる。また、回収時に給水管、流し
台の更新を行っている。(外壁、屋根
防水は建設当時以降行われていない)
方針：収支累計額がプラスに転じる
ことから、住環境を維持するため財
政面での投資することが可能である。

状況：現状維持の場合と比べて費用が
多い状態である。一方、人口が減少し
独居者が増加し始める。また、外壁、
屋根防水の劣化が進行する。方針：住
民の身体的負担や精神的不安を軽減す
るため、孤立化防止等地区内で互助シ
ステムの構築が必要である。

状況：事業による財政効果は未だ現
れていない。このとき、65歳以上の
高齢者が全世帯数の約8割を占める。
さらに外壁、屋根がかなり老朽化する。
方針：高齢者が増加し地区内互助だ
けではサポートしきれない可能性が
あるため、外部団体等による支援が
必要となる。また、地区集約を前提
として建築修繕内容を検討する必要
がある。

状況：現状維持の場合の収支累計額
を上回り、集約の財政的効果が現れ
る。一方で、居住密度は事業実施直
前と同程度となっており、どの住棟
も居住密度が低下している。また、
事業時修繕した給水管等の更新時期
も過ぎている。方針：地区内のみで
の互助では住民の生活維持が困難で
あるため、地区外への移転や、住棟
内での再集約を検討する必要がある。

現状：収入が支出を上回り、地区運
営財力がなくなると同時に地区は極
度の過疎状態となる。また、入居者
の9割が65歳以上の高齢者となる。
さらに、更新時修繕した給水管等の
更新時期も過ぎ、かなり住棟が老朽
化する。方針：住民の身体的負担を
考慮し、地区外への移転を検討する
必要がある。

人口：事業対象世帯の居住者数とした（5，6，7，8，11，12号棟居住世帯数）。数値の経年変動は、平均余命を込みして算出。築年数：集約先住棟の築年数の平均値を算出した。収入・支出：単年度ごとに、事業実施の場合の収入額総
計と支出額総計を算出した。収支額：事業実施の場合と現状維持の場合について、単年度ごとの収支額を算出した。収支累計額：事業実施の場合と現状維持の場合について、事業実施以降の事業及び地区運営収支を加算し算出した。居
住密度：現状維持の場合=各住棟の入居世帯数/12(戸)×100/6(住棟)、実際の事業の場合=各住棟の入居世帯数/18(戸)×100/12(住棟)屋根・壁修繕、給水管取替：平成21年3月国土交通省住宅局策定の公営住宅長寿命化計画策定指針による。
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図 2. 経過年別にみる地区の状況
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注
注 1) 北方建築総合研究所による。(平成 24 年 3 月時点で計算 )
注 2) 平成 21 年 3 月国土交通省住宅局住宅総合整備課策定
注 3) 平成 24 年 10 月に、改良住宅 1 ～ 12 号棟に居住する全ての住民を対象と
して実施。


